
８
万
円
」を「
４
億
１
１
６
８
万
円
」

に
変
更
す
る
も
の
で
す
。

　

増
減
内
訳
は
、
電
気
設
備
工
事

の
減
額
分
が
約
７
３
９
万
円
、
機

械
設
備
工
事
の
増
額
分
が
約
１
４

６
万
円
及
び
こ
れ
ら
に
係
る
管
理

諸
費
の
減
額
分
が
約
37
万
円
で
、

合
計
６
３
０
万
円
を
減
額
す
る
も

の
で
す
。

○
行
田
市
議
会
委
員
会
条
例
の
一

部
を
改
正
す
る
条
例
（
原
案
可
決
）

　

行
田
市
議
会
議
員
定
数
条
例
の

一
部
改
正
に
よ
り
、
議
員
定
数
を

22
人
か
ら
20
人
に
変
更
す
る
こ
と

に
伴
い
、
各
常
任
委
員
会
の
定
数

の
見
直
し
を
行
う
必
要
が
あ
る
こ

と
か
ら
、
条
例
の
一
部
を
改
正
す

る
も
の
で
す
。

○
子
ど
も
医
療
費
助
成
に
係
る
国

民
健
康
保
険
国
庫
負
担
金
の
減
額

措
置
の
全
面
的
廃
止
を
求
め
る
意

見
書	

　
　
　
　	

（
原
案
可
決
）

　

子
育
て
世
代
の
経
済
的
な
負
担

す
る
も
の
で
す
。

　

民
生
費
で
は
、
保
育
所
に
対
す

る
負
担
金
を
追
加
措
置
す
る
ほ
か
、

児
童
手
当
扶
助
費
を
減
額
す
る
も

の
で
す
。

　

商
工
費
で
は
、
消
費
税
引
き
上

げ
後
の
消
費
喚
起
等
を
目
的
と
し

た
低
所
得
者
・
子
育
て
世
帯
プ
レ

ミ
ア
ム
付
商
品
券
事
業
の
事
務
費

を
追
加
措
置
す
る
も
の
で
す
。

　

ま
た
、
農
業
費
、
土
木
費
及
び

教
育
費
に
お
い
て
、
不
用
見
込
額

を
減
額
す
る
も
の
で
す
。

　

な
お
、
こ
れ
ら
を
賄
う
財
源
は

地
方
消
費
税
交
付
金
、
地
方
特
例

交
付
金
、
地
方
交
付
税
、
国
・
県

支
出
金
、
寄
附
金
及
び
市
債
に
よ

り
措
置
す
る
も
の
で
す
。

○
行
田
市
公
共
下
水
道
緑
町
ポ
ン

プ
場
の
建
設
工
事
委
託
に
関
す
る

協
定
の
一
部
を
変
更
す
る
協
定

	
	

　（
原
案
可
決
）

　
平
成
29
年
６
月
定
例
会
の
議
決

を
経
て
、
日
本
下
水
道
事
業
団
と

締
結
し
た
行
田
市
公
共
下
水
道
緑

町
ポ
ン
プ
場
建
設
工
事
委
託
に
関

す
る
協
定
に
つ
い
て
、
委
託
工
事

の
完
了
に
当
た
り
、
費
用
額
を
確

定
し
、
協
定
金
額
「
４
億
１
７
９
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その他

協
定
の
一
部
変
更

　
　
　
　
　
に
つ
い
て

議

員

提

出

議

案

意見書

意
見
書
を

関
係
機
関
に
送
付

条　例

常
任
委
員
会
の

　
　
　
定
数
見
直
し

市議会を傍聴してみませんか市議会を傍聴してみませんか
　市議会には、定例会（3月・6月・9月・12
月）と必要がある場合に開かれる臨時会があ
ります。
　市議会は公開しており、傍聴人受付簿に、
住所・氏名を記入するだけで、どなたでも傍
聴することができます。（定員50人）
　議場は市役所3階にありますので、エレ
ベーターをご利用ください。

定 例 会 傍聴者数
3月定例会 122人
6月定例会 110人
9月定例会 235人
12月定例会 107人
合　　計 延べ574人

平成30年　傍聴者数

インターネット議会中継インターネット議会中継

合　   計 月 平 均
延べ4,220回 約351回

　市議会の様子（生中
継・録画放映）をパ
ソコンやスマート
フォンでいつでもご
覧いただけます。

平成30年 インターネット録画放映アクセス数

定 例 会 アクセス数
３月定例会 延べ5,808回
６月定例会 延べ7,190回

　９月定例会 延べ4,535回
12月定例会 延べ8,118回

平成30年 インターネット生中継アクセス数

が
軽
減
さ
れ
、
安
心
し
て
医
療
が

受
け
ら
れ
る
子
ど
も
医
療
費
助
成

制
度
は
、
子
ど
も
の
命
と
健
康
を

守
る
上
で
、
大
変
重
要
な
役
割
を

果
た
し
て
い
ま
す
。

　

本
市
で
は
、
平
成
30
年
10
月
か

ら
、
18
歳
の
年
度
末
ま
で
、
子
ど

も
医
療
費
の
窓
口
無
料
化
を
拡
充

し
、
制
度
の
充
実
を
図
っ
て
い
ま

す
。

　

財
政
が
厳
し
い
中
で
の
地
方
自

治
体
に
よ
る
独
自
の
医
療
費
助
成

の
取
り
組
み
に
対
し
、
国
は
国
民

健
康
保
険
会
計
へ
の
国
庫
負
担
金

の
減
額
措
置
を
と
っ
て
い
ま
す
。

　

こ
れ
は
少
子
化
対
策
に
も
逆
行

す
る
も
の
で
あ
り
、
国
民
健
康
保

険
財
政
の
適
切
な
運
営
の
た
め
に

も
、
こ
の
減
額
措
置
の
廃
止
を
求

め
る
も
の
で
す
。

　

行
田
市
議
会
は
、
国
に
対
し
、

医
療
費
単
独
事
業
に
伴
う
、
国
民

健
康
保
険
国
庫
負
担
の
減
額
措
置

の
全
面
的
廃
止
を
速
や
か
に
行
う

よ
う
求
め
ま
す
。

（
提
出
先　

内
閣
総
理
大
臣
・
総

務
大
臣
・
厚
生
労
働
大
臣
）

○
主
要
農
作
物
種
子
法
に
代
わ
る

公
共
品
種
を
守
る
新
た
な
法
整
備

と
積
極
的
施
策
を
求
め
る
意
見
書

	
	

　
　		

（
否
決
）


